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第２章農業生産の特徴と地主
第１節戦前期石川県の農業事情
『石川県之産業』（石川県編，1917年）は「本県は古来農を主業とし加賀
方面は沃野遠く連り，能登方面は丘陵起伏の間に田園能く開けり｣(1)と書きは
じめ，「米作は洵に本県農業の中枢を為すものなり｣(2)として,以下農業事情
を記述している。そのいくつかを取り出すと次のような諸点である。それは
水田単作であるが農家１戸当りの平均経営耕地面積が狭小であること，自作
農が多いこと，大地主がすぐなく中小地主が多いこと，地主，小作関係は１日
加賀藩以来伝統的で保守的であること等である。本節はこれらの指摘を念頭
に置きながら，石川県の農業事情といったものを全国的な見地から再確認し，
あわせて近代石川県地域の地域的特徴について私見を述べることを課題とす
る。また第２節においては，従来研究水準の低い石川県の地主制の特徴とい
った点に関して，若干の指摘をすることにしよう。
まず表２．１を参照願いたい。これは加用信文監修『都道府県農業基礎統
計』より作成した。石川県農産物の中から比較的生産量の多い産物の全国比
を示したものである。全国的資料であるため，１９０８（明治41）年以前は表示
できなかった。以降機械的に10年間隔で，１９１８（大正７）年，１９２８（昭和3）
年，１９３８（昭和13）年の数値を採ったが，以下の検討も資料的制約がない限
りこの年次を基準とする。
石川県の全国の中での位置づけ，水準から見て全国比でそれを一貫して超
えているのは水稲である(3％1920年代前半までは２％を上回っていた。ちな
みに加賀百万石と言うが，近代石川県は|日加賀藩領とは地域がことなってい
るにもかかわらず百万石強の米生産量を有していたわけで興味深い。その他
比較的生産量の多いものとしてそば，大豆，小豆，すいか，なす，大根，果
実類で日本なし，もも，かきがある。ぶどうは1930年代に入って増加しはじめ
現在にいたっている。その逆に1900年代に多く，以降減少傾向にあるのは大麦，
－４９－
表２．１石川県主要農産物産額の全国対比
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加用信文監修『都道府県農業基礎統計』（農林統計協会，1983年３月）より作成。
なお，単位は水稲・大麦・そば・大豆・小豆は石阯桑畑は町，にわとりは羽，上記
以外は貫・全国比は％。
製茶等である。ラミーとは苧麻のことで，上布，漁網の原材料である。両品
とも石川県の地方特産物として有名である（ラミーは「特産物統計表」中に
あるものである)。桑･繭ともとりたてて述べるほどの量ではない。この表を
見る限り稲作単作地帯で，水田率が４分の３をこえるということも納得しう
る。，
以下石川県内の特徴を検討するが，分析の中心となる資料は『石川県統計
－５０－
第２章農業生産の特徴と地主
書』である。とくに農業の項の資料的性格についてまず解説しておくことに
しよう。資料として利用価値を有する『石川県統計書』は1881（明治14）年
版以降のもので，大略４つの内容・変遷を示している。第１は1887(明治20）
年迄の初期の統計で「普通農産」（米・麦・あわ．ひえ等）作付面積（郡別)・
収穫高（郡別），「特有農産」物の産出高等の基本的事項のみが記載されて
いる。第２は1906（明治39）年迄の統計で，自作・小作地段別が加わり，農
産品目数も増加している。第３は1907（明治40）年以降のもので，農業の項
は第３編に独立し項目も増加して肥料等の統計も加わった。第４は1922（大
正11）年以降の統計で，純粋に農業関連の項目のみに整理される一方，農家
経営規模別戸数等の基本統計が新たに加わっている。
表２．２は石川県の米生産（米の全収穫量）に関する基本統計である。
表２．２米の反収
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各年次『石川県統計書』より作成。全国反収のみ加用信文監修『日本農業
基礎統計』（農林統計協会，1977年３月)｡反収，米収穫量とも単位は石，米
の全国比は％。
この表より次の特徴を読みとることができる。まず石川県の米生産量はお
およそ全国の２％をしめ，米生産力（反収）は全国平均より高いことが確認
できる。とくに1888～1898年の伸びがきわめて著しいが，その後反収は横ば
いとなり，全国反収が伸び続けていることから1930年代後半には全国平均並に
低落していることもわかる。次に1888年から10年間の石Ⅱ|県内の米生産の伸
長は加賀４郡(江沼・能美・石川・河北郡)の動きが決定的で，能登４郡(羽
咋・鹿島・鳳至・珠洲郡）は1920年代後半以降全国平均に接近した。ただし
－５１－
表２．３郡市別主要農産物産額(１）
江沼郡能美郡石川郡河北郡金沢市加賀計
1888年
1908
1928
6７，５３０
９１，９１５
８６，２７１
139,674
294,803
282,813
９７，７６６
１６３，０３２
１６７，２４０
91,196
161,229
162,542
790
2,147
7,917
396,956
713,126
706,783
米
1888年
大麦１９０８
１９２８
1４，１１６
１０，８２８
４，１００
８，５５２
６，８０６
．２，３２０
1２，８５４
１３，３５０
６，４３５
９，９０８
６，６６０
１，６８０
100
724
106
4５，５３０
３８，３６８
１４，６４１
1888年
甘藷１９０８
１９２８
３６
４５７
２１４
９４４
１，２８８
３９４
４６
１，２８６
５９１
1,316
1,421
８４５
２，３７４
４，５４２
２，１７９
3１
132
1888年
大豆１９０８
１９２８
２，９７１
４，１３６
１９３
６，１６２
６，０８３
３，８４５
４，７４０
４，２３９
６，６８２
1０，２９９
５，２４６
５，２９７
172
１６２
２，３９１
2４，３４４
１９，８６６
１８，４０８
1888年
1908
1928
7９，３２８
４７，１９３
２４，８６９
3８，２４０
７６，５９８
２５，８５８
２，３５５
５１４
３７４
1,269
１９５
８４６
3７，４８０
６５０
８９
158,672
125,150
５２，０３６
茶
各年次『石川県統計書」より作成。茶は賞，甘藷はl0oO貫，それ以外は石。
1880年代迄は能登の反収の方が高い。以下加賀平野を中心とする加賀４郡と半
島部分である能登４郡は農業生産上ことなった様相を示すので，それを対比
しつつ検討する。なお米生産量の比較でみるならば，加賀と能登は1880年代
迄は半々であったが，以後は約６対４で加賀４郡の方が多い。
それにしても1890年代の米生産の伸びは顕著である。加賀平野を中心に何
が行われたのであろうか。総じて，この時期には行政ベースを通じて勧業・
勧農の諸施策に力が注がれている。そのひとつとして農商務省の指示によっ
て各府県は競って「勧業年報」類を編さんしている(4)。石川県でも1878（明
治11）年に『石川県勧業年報』（第１回一所在不明）を刊行し，毎年１回，１９
回分が確認されている。これらを通覧することで，その勧農の努力をうかが
い知ることができる。1880年代以降とくに重視されているのは農事調査と農
－５２－
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郡市別主要農産物産額(２）
羽咋郡鹿島郡鳳至郡珠洲郡能登計石川県計
1888年
1908
1928
140,673
147,619
142,859
102,920
120,352
126,563
102,501
115,561
121,463
4０，１２８
５３，８３１
５０，２６０
386,222７８３，１７８
４３７，３６３１，１５０，４８９
４４１,１４９１，１４７，９３２
米
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大麦１９０８
１９２８
１８，８３８
１７，８８９
１１，５９０
1４，９５５
１０，５６２
７，０７５
2０，７９０
１７，７４５
１０，２２３
1１，６４１
１１，６２２
７，５３３
6６，２２４
５７，８１８
３６，４２１
1１１，７５４
９６，１８６
５１，０５２
1888年
甘藷１９０８
１９２８
４３
１，７９３
１，００８
５７
１，０１１
６４８
382
530
830
321
365
537
８０４
３，７０１
３，０２４
３，１７９
8,154
5,204
1888年
大豆１９０８
１９２８
３，５０１
７，１４３
５，１５９
４，２４４
５，６０３
４，８９３
1５，５３６
８，３８２
７，１８７
７，５６２
６，０８７
５，６０９
3０，８４３
２７，２１５
２２，８４８
5５，８１７
４７，０８１
４１，２５６
1888年
1908
1928
550
253
216
５，８３１
１４０
９５４
４，１３５
１，０１９
８１４
110
102
154
1０，６２６
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２，１３８
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茶
業技術指導である(５１゜これに日清戦後経営下の地主保護農政が拍車をかけ，
いち早く耕地改良に取組んだ加賀平野にその効果がはっきりとあらわれたの
であろう。この時点で加賀平野は全国の中でも最も米生産力の高い地域の１
つであった。加賀４郡の数値に引っ張られて石川県全体の反収も高いが，能
登４郡は全体でも各郡別にみても高くはない。
次の表２．３は表２．１の中から年次的に比較できる米を含む主要５品目
の郡別の状況をあらわしている。
この表から次の諸点が判明する。まず米に関しては1888年からの伸びが石
川・河北・能美の加賀３郡において顕著で，この３郡が同時に県内の主要米
作地域であった。能登では羽咋・鹿島・鳳至の能登３郡が米作地域であった。
また大麦は能登，茶は加賀に片寄っており，甘藷・大豆は全県的な農作物で
－５３－
あったこともわかる。表２．２と合わせて考えると，能登は米作地帯である
といっても生産力が高くなく，またこれといった主要作物もない地域で，珠
洲郡はその典型であったといえよう。加賀地域においては江沼郡が他３郡と
ことなった状況を示している。このことは前章で取り扱ったところの，県内
の産業構造，工場制工業の展開の問題とも関連しており，他郡も含めてさら
に検討を深める必要がある。
本節の最後に農業構造の特徴を，次の土地所有に関する４つの基本的資料
にもとずいて簡単に考察しておくことにしよう。表２．４～表２．７である
が，地主と地主制にかかわる点は次節に譲る。
まず小作地率について石川県全体でみるならば全国平均より低率で，１９１０
年代以後長い期間40％前後であった。しかしそれは加賀．能登（前述したよ
うに各々４郡地域のことで，以下同）の平均値で，両地域には10％以上の差
がある。能登は全国平均以上の小作地率であったことがわかる。
自小作戸数別の比率では加賀に自作農が多く，能登に小作農が多いが，時
代とともに両者の数値が接近している。それより全国的にみるならば石川県
は小作農が少なく，白小作農が多いという点で特徴的であるといえる。この
点を農家の経営規模に関する次の２つの資料がより明瞭にしている。
前述したように『石川県統計書』には経営規模別の農家戸数が1922年以降
しか記載がない。それ以前に関しては，手元に1888（明治21）年の『農事調
査書』の資料があるが，面積区分がことなっている。表２．６のとくに加賀
地域において１～３町規模の農家が多く，全県的には３町以上層，大地主が
すぐないことが判明する。ここでも加賀・能登両地域には差異があり，石川
県の数値は次第に全国平均に近ずいているものの，あくまでもそれは２地域
の平均であることに注意しなければならない。農家１戸当りの経営規模の面
では石川県は１町歩前後で，全国平均を下まわる。加賀地域が1910年代迄は
全国平均以上であるが，以後はほとんど同水準で，したがって能登はいずれ
の時期も１町歩以下であった。次節で考察するところの地主制の地域的特徴
を示す近畿６県と東北６県の平均値と表２．７は比較できるように作表して
ある。加賀は生産力（反収）の点では近畿並であるが，経営規模はそれより
は広く東北地方よりは狭い。能登の生産力は低いだけでなく近畿の経営規模
－５４－
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表２．４小作地率 に近似している。
以上の検討をふま
えて最後に次の諸点
をとり出し，本節の
まとめにかえること
にしよう。第１は石
川県の農業生産は米
作主体で水田率が高
いが，一方主要農産
物の中で全国的に見
て目立ったものがな
い。第２に米生産力
は能登より加賀の方
が高い等両地域に農
業生産面で相異があ
る。米生産力は石川
県全体でみても全国
水準以上である。第
３は加賀地域には比
較的経営の安定して
いたと思われる自作・
自小作層が多く，能
登にはそれ以下の自
小作・小作層が多い。
第４は加賀・能登地
域の地域差だけでな
くそれぞれの郡別に
も差異があったと思
加賀４郡能登４郡石１１１県計全国
1888年
９８
１９０８
１８
２８
３８
７
９
５
６
８
７
●
●
●
●
●
●
２
７
９
１
２
５
４
３
３
４
４
３
０
５
５
５
０
９
●
●
●
●
●
●
４
９
９
９
０
７
５
４
４
４
５
３
3４．２
２９．７
３２．４
３５．５
３７．６
３３．６
4５．４
４６．１
４９．５
４６．８
表２．２と同じで，全国の数値のみ前掲『日本農
業基礎統計』より引用。単位は％。
表２．５ 白小作戸数別比率
1908年1918年1928年1938年
3６．７
４９．７
１３．６
自作
加賀４郡自小作
小作
3７．７
４９．１
１３．４
2９．２
５４．２
１６．６
36.0
41.5
22.5
3０．０
４７．８
２２．２
2８．４
５２．４
１９．２
自作
能登４郡自小作
小作
2２．６
５４．７
２２．７
2５．２
３８．０
３６．５
3２．８
４８．８
１８．５
自作
石川県計自小作
小作
3２．８
５０．７
１６．５
2５．９
５４．４
１９．７
3０．７
３９．８
２９．５
3０．２
４３．１
２６．８
3０．８
４２．３
２６．９
自作
全国自小作
小．作
31.0
40.7
28.3
3３．３
３９．１
２７．６
表２．４と同じで，単位は％。
われる。第５に以上の農業・農家経営の下で，石川県の小作争議件数が他県
に比較してすぐなかった。『小作年報』（農林省農務局編）で確認しうる1939
－５５－
表２．６経営規模別農家戸数比率
1908年1918年1922年1928年1937年
1町未満
１～３町
３町以上
6２．１
３７．３
０．６
6４．３
３３．３
２．４
6２．１
３７．０
１．０
加賀４郡
1町未満
１～３町・
3町以上
7９．６
２０．２
０．２
7９．８
２０．０
０．２
7９．２
２０．１
０．７
能登４郡
１町未満
１～３町
３町以上
6５．１
２９．３
５．６
7１．１
２８．５
０．４
71.0
26.8
２．２
7２．１
２６．３
１．６
7２．２
２７．３
０．６
石川県計
１町未満
全国１～３町
３町以上
7１．４
２５．４
３．２
7０．８
２６．７
２．５
7０．５
２７．１
２．３
7０．４
２７．６
２．０
6９．６
２８．７
１７
表２．４と同じで，単位は％。
表２．７農家１戸当経営規模
加賀４郡能登４郡石川県計近畿６県東北６県全国
1908年
１８
２８
３８
1.273
１．２１９
１０８６
１０９５
0.927
０．９１９
０．７９１
０．８０７
１．１０１
１．０６７
０．９３９
０．９４７
0.714
０．７３３
０．７４２
０．７５０
１．５０７
１４９５
１．４４２
１．３８３
1.018
１．０８４
１．０９１
１１０１
表２．４と同じで，石川県以外の数値は前掲『都道府県農業基礎統計』よ
り引用。単位は町。
（昭和14）年までの争議件数は次の表２．８にあるように275件である。
石川県の小作争議研究はまだその緒についたところで，林宥一の見解があ
るのみである。表２．８は林が作成し筆者も再確認したものであるが，この
表について林は次のような指摘をおこなっている(6)。それは全国的に見るな
らば争議発生の少ない喋 にあLた｣昌辿二一と-,＝垂議ＪｔＥ県二EI匡普E週化し_た２画ごはな｣〈
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第２章農業生産の特徴と地主
表２．８小作争議件数点在し，しかも加賀平野の農村に集中し
たこと（全体の４分の３が発生）をあげ1917年11929年１７
ている。さらに散発する争議の主流は，１８３０１１
地主の攻勢的なもので，慣行小作権}こか１９２３１２９
１９２０５３２３９かわる内容をもっていたことなどの概観
２１２３３１８ を述べている力欝，今後の課題も多く残さ
２２５３４３３ れている。
２３７３５１１
２４１３３６２５
２５１１３７１４
２６１３３８４
２７４３９８
２８３合計２７５
各年次『小作年報』より作成。
第２節地主に関する若干の分析
戦前における石川県の地主制に関する本格的な分析をわれわれはまだ手に
することができない。これにはいくつかの理由が考えられる。石川県には地
主らしい地主，とりわけ大地主がいなかった，研究意欲をそそられるような
寄生地主制度やその矛盾（例えば激烈な小作争議の発生）がみられなかった
等々・たしかに石川県の名士として地主が登場する機会も少ない｡たとえば
「北陸人物誌」（明治・大正・昭和前期編，「北国新聞」1964～66年に連載）
の各編をみても地主の項目はなく，土地改良事業との関連で２，３の地主の
名前を見うける程度である。『石川県史』の農業の節（第４編第４章，１９３１
年刊）にも地主制に関するとくに目立った記述はない。また同現代篇(1962年
刊）の農業の章（第３編，第１章）は農家経営の動向に分析の中心を置き，
地主制そのものの分析は意図していないように思われる。石川県の地主制研
究は全国的水準からみても下位に属するといえるだろう。
一方，地主制研究全体の進展のなかで，地主制の地域的研究が深化しつつ
あるが，そうした過程で石川県の地主制の客観的な位置づけが，主題から言
－５７－
っていわば当然ではあるけれどもきわめておおざっぱな形でなされている。
その１，２の例を次に紹介しておこう。
寄生地主制の確立期とその特徴をどのように見るかという点について，安
良城盛昭と中村政則との間に前者は明治20年代説，後者は明治30年代説とも
いうべき結論でもって論争が行なわれている。その中で安良城は1897（明治
30）年における日本地主制の地帯構造を分析し，「大局的にみて，地価一万
円以上大地主の密度と比重において対極的な二極，すなわち，地価一万円以
上大地主の密度・比重がともに高い東北日本型，および，これの対極として，
地価一万円以上大地主の密度・比重がともに低い西南日本型の二グループの
府県の存在が明瞭に看取される｣(7)としている。そして｢新潟・秋田・熊本・
青森．山形を典型とする東北日本型と滋賀・奈良・高知・山口・福井・群馬・
長野を典型とする西南日本型｣(8)と具体的に府県名を列挙している。さらに明
治20年代の分析を通して「西南日本型の諸県においても，福井・石川にみら
れるごとく，地価一万円以上大地主の密度・比重をかなり高めながらも，な
おかつ西南日本型の枠内｣(9)にあるとの論及をする部分もある。また1886（明
治19）年の時点において，石川は京都・福井・滋賀の各県と共に「大地主の
密度．比重が全国平均を常に下廻わり，中小地主の密度・比重が常に全国平
均を上廻わる府県｣(１０)である，とも安良城は指摘している。そして1909（明治
42）年より1924（大正13）年にかけて，石川県を含むところの「中小地主の
比重が高く，総じて，地主的土地所有規模の小さい西南日本型の諸県におい
て，地主の象徴ともいうべき五十町歩以上大地主の密度・比重」が「低下し
ている点に，この間の小作争議の昂揚が西南日本型地主制に及ぼした影響を
看取しうる｣(u)と論じている。
中村政則は地主制展開の地域類型的特徴を整理し，近畿型（耕地利用率と
水田反収が高く，かつ農業経営は８反以下の零細経営の比重が高い，５０町歩
以上大地主の数が相対的に少ない），東北型（耕地利用率．水稲反収が低く，
家父長的な比較的大規模経営〈３町前後＞の農業経営が多く，また50町歩以
上大地主の数が多い）・養蚕型（両型の中間）の３つのタイプを析出してい
る。そして1886～97年にかけて「石川・福井の北陸二県および茨城．栃木．
地主一期に価の<志勇客江1J＞ワ
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による土地集中が進行している｣('2)との主張をおこなっている。
ところでこの両者の研究は全国的なデータを処理する中で石川県にも論及
したという程度のもので，そのデータに対する厳密な史料の点検がある意味
で弱くならざるをえない，という実`情を有している。そうした限界の上に立
ってみても，安良城の論調にもうかがえるが，中村はそれよりいくらか明瞭
に石川県の地主制の性格を東北型と西南（近畿）型の中間的なものとして位
置づけようとしているのではなかろうか。《それ以上は後述することにするが，
ひとつの問題として，石川県の地主名簿の確認さえ充分におこなわれていな
いという状況を指摘しておく必要がある。
そこで本節は石川県の地主制の研究のための準備過程として，現在までに
入手することのできた地主名簿を整理し，地主の全県的な存在状況を確認す
る作業をしてみたい。その上で若干ではあるが，石川県の地域的な特徴につ
いても言及する。
地主制および農業生産の特徴がどのようなものであっても，地主制研究の
もっとも基本的な作業は地主名簿の作成であろう。石川県の場合地主名簿の
所在調査さえ充分に行なわれていないのである。
地主制研究の全国的な進展の中で全国の地主名簿所在目録('3)が作成され
たが，そこでも石川の地主名簿は次の３点，「地価一万円ヨリ五万円ニ達ス
ル所有者」（『公民所得調』1883年，所収)，「石川県資産家名鑑」（1926年版)，
「農地所有者一覧表」（『石川県農地改革史』1943年，所収）のみの紹介で全
国の最低レベルである。しかも第１資料は氏名だけの記載で各地主の所有地
価がわからず，第２資料は後述する「貴族院多額納税者議員互選人名簿」で，
資料として意味のあるものは第３資料だけということになる。そこで以下全
国的資料の石川県分も含めてこれまで筆者が採集した資料から作成した戦前
の地主名簿（但し，1912年分は除く）を年代順に掲げることにしよう。
地主名簿といっても，もちろん地価１万円以上の大地主の名簿であるが，
ここではその資料の性格をまず説明するにとどめて，若干の分析はその後に
まとめる。
表２．９，１０，１２，１３，１４，１６，１７，１８は石川県の各年次「貴族院多額納
税者議員互選人名簿」より作成した。安良城盛昭はこの資料について「明治
－５９－
表２．９１８９０（明治23）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
４０，８９２円
３４，９９３
３４，９６５
３３，４７７
３０，８５１
２９,４５７
２７，２９０
２４，２８１
２３，８９８
２３，５４６
２３,５１５
２３，０６１
２２，８７１
２２，１０９
熊田源太郎（能美郡湊村，商業）
矢田与三吉（河北郡津幡町，農業）
岡野是保（羽咋郡柏崎村，〃）
酒井芳（能美郡寺井村，〃）
近岡九郎平（羽咋郡末森村，〃）
斎藤弥吾良（河北郡中條村，〃）
岡部勇作（羽咋郡樋川村，〃）
吉田次太郎（河北郡崎田村，〃）
西喜三次（羽咋郡北大梅村，〃
吉田八郎右衛門（石川郡山島村，
雄谷朔平（羽咋郡中廿田村，〃
渡辺与平（河北郡東英村，〃）
米谷半平（能美郡安宅村，商業）
柴田甚四郎（〃小松町，〃）
１２３．４町
1０６．６
１０５．５
１０１．０
９３．１
８８．９
８２．４
７３．３
７２．１
７１．１
７１．０
６９．６
６９．０
６６．７
）
肌）
）
｢貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収)より作成。
表２．１０１８９７（明治30）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
１３６．２町
1２９．２
１２４．４
１１８．６
１０９．１
１０４．８
９５．７
９３．４
９３．３
８６．９
８３．６
７８．９
７０．１
６８．３
６５．９
４４，５０４円
４２，２０４
４０，６５４
３８，７６２
３５，６３４
３４,２４２
３１，２５５
３０，５０４
３０，４８６
２８，３８４
２７,３１２
２５，７８１
２２，９１４
２２，２９９
２１，５２８
酒井芳（能美郡寺井村，農業）
佐野久太郎（金沢市古寺町，商業）
熊田源太郎（能美郡湊村，〃）
岡野是保（羽咋郡柏崎村，農業）
近岡九郎平（〃末森村，〃）
金田平五郎（〃南大海村，〃）
大島幸太郎（鹿島郡鳥屋村，〃）
岡部勇作（羽咋郡樋川村，〃）
西喜三次（〃北大海村，〃）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，商業）
由雄与三平（河北郡津幡町，〃）
吉田茂平（石川郡山島村，農業）
庭田次助（河北郡中條村，〃）
岩井嘉助（〃津幡町，商業）
米谷半平（能美郡安宅町，商・農業）
｢貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石111県公報』同年,所収)より作成。
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表２．１１１８９８（明治31）年の地主名簿
所有地価推定所有耕地
＝訂
１０，３１５３０．４
咋郡〕
３８，７６２１２７．４
３５，６３４１１７．１
３４，２４２１１２．５
30,504100.2
３０，４８６１００．２
１０，３０７３３．９
１０，１７８３３．４
１０，１４５３３．３
１０，０８１３３．１
１０，０６５３３．１
島郡〕
２１，７３５６８．３
１７，５７３５５．３
１３，２１１４１．５
１２，０７９３８．０
１２，０６４３７．９
１１，８２２３７．２
１１，３７５３５．８
１０，４４５３２．８
１０，０７４３１．７
１０，０７０３１．７
１０，０５４３１．６
１０，０４６３１．６
１０，０４３３１．６
至郡〕
１４，１１７６０．１
１３，００８５５．４
１２，７１３５４．１
１２，７０９５４．１
１０，３２０４３．９
１０，２６７４３．７
洲郡〕
１９，３９０７２．０
１５，７２４５８．４
１０，５５２３９．２
１０，３００３８．２
１０，２５８３８．１
１０，０７９３７．２蕊地主名〔江米谷半平橋本平四郎広海二三郎上出長次郎〔能熊田源太郎酒井芳柴田甚四郎出口出〔石藤村理平詠孫作大田五右衛門熊田源太郎木谷弥兵衛安宅又吉小倉一周ニ高田八三郎中島吉太郎佐武五右衛門村井喜良久多川茂雄舘八平吉田茂平吉森仕右衛門吉田与三右衛門〔金佐野久太郎本多正次〔河矢田与之由雄与三平庭田次助岩井嘉助渡辺与平吉田次太郎一林太郎兵衛庭田次平橋安次郎江尻直人
『日本全国商工人名録』（第２版，1898年12月）より作成。原資料のまま郡市別に
表示した。
－６１－
表２．１２１９０４（明治37）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
酒井芳（能美郡寺井村，農業）
佐野久太郎（金沢市下柿木畠町，無職）
岡野是保（羽咋郡柏崎村，農業）
金田平五郎（〃南大海村，〃）
矢田与之（河北郡津幡町，商業）
近岡九郎平（羽咋郡末森村，農業)
吉田茂平（石川郡山島村，金貸業）
西孝太郎（羽咋郡北大海村，農業）
大島幸太郎（鹿島郡鳥屋村，〃）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，商業）
米谷半平（能美郡安宅町，農・商業）
邑井喜良久（石川郡美川町，金貸業）
永井正三郎（〃〃，〃）
広海二三郎（江沼郡瀬越村，航漕業）
４５，２１６円
４４，９７６
３７，５７５
３５，１３２
３２，１５５
３０,９９５
３０，５９８
２９，６１１
２８，６９１
２６，８２２
２２,７７３
１８，５７７
１２，４９１
１０，１４０
１４６．８町
1４６．０
１２２．０
１１４．１
１０４．４
１００．６
９９．４
９６．２
９３．２
８７．１
７４．０
６０．３
４０．６
３２．９
「貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）
より作成。
表２．１３１９１１（明治44）年の地主名簿
椎'定地価推定所有耕地
酒井芳（能美郡寺井野村，農業）
佐野久太郎（金沢市下柿木畠町，金貸業）
吉田茂平（石川郡山島村，￣農業）
岡部恒（羽咋郡樋川村，農業）
矢田与平（河北郡津幡町，農・商業）
西孝太郎（羽咋郡北大海村，農業）
金田平五郎（〃南大海村，〃）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町,、漁業）
米谷半平（能美郡安宅町，農・商業）
永井正三郎（石川郡美川町，金貸業）
邑井喜良久（〃〃，金貸ｃ倉庫業）
６９，６３９円
５１，６０３
４６，２１４
３８，２５９
３２，１９４
３０，４２９
３０，１７０
２９，９４５
２９，１７７
２６，４０９
２６，０２２
225.6町
1６７．２
１４９．７
１２４．８
１０４．３
９８．６
９７．７
９７．０
９４．５
８５．６
８４．３
「貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）
より作成。
－６２－
第２章農業生産の特徴と地主
表２．１４１９１８（大正７）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
８５，９２１円
５５，０８４
５３，１７０
５０，２０３
４９，７３２
３１，２２３
２８，８８０
２８，１００
２６，２６０
２４,０２６
２２，７８１
１０，０８１
224.7町
1４４．０
１３９．０
１３１．３
１３０．１
８１．６
７５．５
７３．５
６８．７
６２．８
５９．６
２６．４
酒井芳（能美郡寺井野村，農業）
熊田源太郎（〃湊村，〃）
吉田茂平（石川郡山島村，銀行業）
佐野久太郎（金沢市裏古寺町，商業）
横山章（金沢市高岡町，鉱業）
岩井嘉一（河北郡津幡町，農業）
金田俊次（羽咋郡南大海村，〃）
米谷半平（能美郡安宅町，農・商業），
永井正三郎（石川郡美川町，金貸・倉庫業）
大家七平（江沼郡瀬越村，海運業）
太田春二（石川郡福留村，農業）
中島徳太郎（金沢市十間町，紙販売業）
「貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）‘
より作成。
表２．１５１９２４（大正13）年の地主名簿
所有耕地推定地価
４６，１８１円
４０，５８２
２８，７６４
３４，５７３
２６，４４８
３０,029
25,739
23,527
20,639
２１，７６０
２１，１８１
１８，３３５
１７，３７６
２０,８２０
１８，３９０
１６，５１０
町０
３
９
１
４
９
９
５
６
３
４
－
５
８
３
３
１
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
８
９
５
５
２
１
６
２
０
５
２
０
９
７
３
１
３
０
９
９
８
８
７
７
７
６
６
６
５
５
５
５
１
１酒井芳（能美郡寺井野村，公吏）
吉田茂平（石川郡松任町，銀行･倉庫･運輸業）
多田弥兵衛（金沢市竪町，金貸業）
佐野久太郎（〃裏古寺町，〃）
西孝太郎（羽咋郡南大海村，無職）
横山章（金沢市高岡町，鉱業）
大島幸太郎（鹿島郡鳥屋村，農業）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，漁業）
刀禰ふさ（〃〃，金貸業）
岩井嘉一（河北郡津幡町，酒造業）
雄谷助夫（羽咋郡中甘田村，無職）
金田俊次（〃南大海村，〃）
池岡直則（鹿島郡南大呑村，農業）
太田春二（石川郡福留村，ノノ）
永井正三郎（〃美川町，金貸倉庫業）
西久和（羽咋郡粟ノ保村，農業）
農林省農務局「五十町歩以上ノ大地主」（農業発達史調査会編『日本農業
発達史』第７巻所収）より作成。
－６３－
表２．１６１９２５（大正14）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
円４
４
４
８
５
３
９
０
２
１
１
３
６
１
９
５
８
２
１
６
７
０
２
９
４
０
０
５
４
．
４
６
７
３
０
８
２
７
３
１
６
０
０
５
６
５
９
３
８
３
１
０
４
９
２
８
６
０
３
２
７
７
４
７
１
９
１
８
２
１
０
１
４
５
７
３
９
７
３
４
６
１
６
８
７
１
６
６
１
０
５
０
２
６
５
７
５
８
２
６
６
４
３
１
８
８
３
６
６
６
４
３
７
５
４
０
０
０
７
？
？
？
？
？
？
ワ
ワ
ワ
ワ
フ
ヮ
９
？
９
９
？
？
９
？
ワ
ワ
ワ
ウ
フ
ワ
９
フ
９
９
ワ
ワ
９
ワ
リ
ワ
９
９
２
１
０
７
６
７
７
６
４
３
２
１
０
９
８
８
６
６
５
５
４
４
４
４
４
３
３
３
２
２
２
２
２
１
１
１
１
１
０
６
４
４
３
３
２
２
２
２
２
２
２
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
酒井芳（能美郡寺井野村，農業）
横山章（金沢市高岡町，鉱業）
佐野久太郎（金沢市裏古寺町，金貸業）
多田源兵（金沢市竪町，農業・金貸業）
吉田茂平（石川郡山島村，銀行・倉庫業）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，漁業）
太田春二（石川郡福留村，金貸業）
J稟呑孝二筆(襄菫蒙菫二瀞,僥亨）
岡部‘垣（羽咋郡樋川村，〃）
永井正三郎（石川郡美川町，倉庫・金貸業）
金田俊次（羽咋郡南大海村，農業）
橋，安長（河北郡津幡町，〃）
Ｖ柴田甚四郎（能美郡小松町，酒造業）
大家七平（江沼郡瀬越村，海運業）
西,久和（羽咋郡粟ノ保町，農業）
坂本三郎四郎（鳳至郡穴水町，〃）
吉田外茂（金沢市木町，〃）
雄谷助夫（羽咋郡中廿田村，〃）
南初三郎（石川郡鞍月村，機業）
小林庄三郎（〃三馬村，農業）
渡辺伊太郎（河北郡英田村，〃）
金谷与平（石川郡松任町，酒造業）
池岡直則（鹿島郡大呑村，農業）
Ｊ永井伊助（能美郡小松町，肥料商）
岩井嘉一（河北郡津幡町，酒造業）
東、耕三（〃川北村，農業）
時国甫太郎（鳳至郡町野村，〃）
布施丑造（〃穴水町，〃）
浜中音雄（〃諸橋町，〃）
徳山武雄（羽咋郡中廿田村，〃）
辻七兵衛（石川郡粟ヶ崎村，会社員）
邑井文治（〃美川町，倉-庫業）
由雄元太郎（河北郡津幡町，呉服商）
益谷大助（鳳至郡宇出津町，酒造業）
三浦孝造（鹿島郡能登部村，倉庫業）
J言盃弥菫肇(能皇郡繍榮簔｝図料商）
昔農作左衛門（羽咋郡南邑知村，農業）
１６５．３６町
1１０．１４
１０６．１７
９９．６９
９７．５９
７３．４７
７２．００
７０．５０
６５．３４
６１．２４
５８．２７
５６．９３
５３．０７
５１．０７
４９．３２
４９．２０
４４．３９
４３．６９
４１．９１
４０．３１
３８．８５
３８．８４
３８．２３
３８．０７
３７．３６
３６．７７
３６．５６
３５．４３
３３．４２
３３．３９
３３．３７
３２．８７
３２．６８
３１．１１
３０．６５
３０．２６
２９．３８
２９．３１
２８．９４
｢貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）
石造り同HE成夛
－６４－
第２章農業生産の特徴と地主
表２．１７１９３２（昭和７）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
１６９．０１町
1４９．３９
９７．０４
８７．５０
７８．５６
７４．９３
６３．３６
５８．２７
５６．９５
５４．６６
５２．８２
５２．８０
５１ｊｌ４
５０．４０
４９．６１
４８．６６
４７．６５
４３．７３
４３．２５
４１．２２
４０．７４
３６．５８
３６．４２
３６．１６
３５．９５
３５．４４
３４．８１
３４．３４
３４．３３
３４．２２
３２．７１
３２．６１
３０．５８
２９．２７
２９．０８
２７．３３
６３，５８５円．
５６，２０１
３６，５０８
３２，９１９
２９，５５６
２８，１８８
２３，８３８
２１，９２０
２１，４２４
２０，５６２
１９，８７１
１９，８６５
１９，２３８
１８，９６２
１８，６６２
１８，３０５
１７，９２６
１６，４５２
１６，２７２
１５，５０６
１５，３２７
１３，７６３
１３，７０１
１３，６０３
１３，５２３
１３，３３２
１３，０９６
１２，９１８
１２，９１７
１２，８７５
１２，３０７
１２，２６８
１１，５０５
１１，０１０
１０，９４０
１０，２８０
酒井芳（金沢市高岡町，農業）
吉田茂平（石川郡山島村，銀行業）
佐野久太郎（金沢市裏古寺町，金貸業）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，会社員）
岩井嘉一（河北郡津幡町，》酉造業）
太田春二（石川郡福留村，農業）
永井正三郎（〃美川町，金貸業）
橋安長（河北郡津幡町，農業）
雄谷助夫（羽咋郡中甘田村，〃）
池岡直義（鹿島郡南大呑村，〃）
布施丑造（鳳至郡穴水町，林業）
柴田甚四郎（能美郡小松町，酒造業）,
米谷半平（〃安宅町，農業・倉庫業）
矢田与喜（河北郡津幡町，酒造業）
金谷与平（石川郡松任町，〃）
小林庄平（〃三馬村，官吏）
南初三郎（〃鞍月村，農業）
岡部恒（羽咋郡樋川村，〃）
刀禰省三（珠洲郡飯田町，医業）
時国南太郎（鳳至郡町野村，農業）
永井伊助（能美郡小松町。会社員）
東耕三（河北郡川北村，農業）
清水善次郎（金沢市長町，羽二重業）
中島徳太郎（金沢市十間町，紙商）
細川政輝（河北郡川北村，農業）
渡辺伊太郎（〃英田村，〃）
辰村米吉（金沢市片町，土建請負業）
辻七兵衛（石川郡粟ヶ崎村，醤油醸造業）
三浦孝造（鹿島郡能登部村，会社員）
大家七兵衛（江沼郡瀬越村，海運業）
喜多滋太郎（石川郡出城村，農業）
中宮茂吉（金沢市下新町,会社員）
昔農作左衛門（羽咋郡南邑知村，農業）
園山武平（能美郡小松町，会社員）
大村弥三郎（金沢市青草町，果物商）
益谷大助（鳳至郡宇出津町，酒造業）
「貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）
より作成。
－６５－
表２．１８１９３９（昭和14）年の地主名簿
推定地価推定所有耕地
吉田茂平（石川郡山島村，農業）
酒井芳（能美郡寺井野村，〃）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町，〃）
岩井嘉一（河北郡津幡町，酒造業）
太田春二（石川郡石川村，農業）
刀禰省三（珠洲郡飯田町，医業）
越村与吉（金沢市上野町，金貸業）
石谷伊三郎（〃上新町，会社員）
橋安長（河北郡津幡町，農業）
雄谷助夫（羽咋郡中廿田村，農業）
米谷半平（能美郡安宅町，倉庫業）
小倉周六（石川郡林村，農業）
池岡直義（鹿島郡南大呑村，〃）
永井正三郎（石川郡美川町，倉-庫業）
中島徳太郎（金沢市十間町，会社員）
中崎与四右衛門（石川郡金石町，農業）
園山武平（能美郡小松町，会社員）
布施丑造（鳳至郡穴水町，農業）
永井伊助（能美郡小松町，会社員）
中宮茂吉（金沢市下新町，〃）
金谷与平（石川郡松任町，酒造業）
清水善次郎（金沢市長町河岸，機業）
詠孫高丸（石川郡松任町，農業）
山川庄太郎（金沢市竪町，酒造業）
大村弥三郎（〃青草町，青果問屋）
由雄又次郎（河北郡津幡町,，呉服商）
岡伊作（金沢市安江町，漆販売業）
喜多滋太郎（石川郡出城村，農業）
大家七兵衛（江沼郡瀬越村，海運業）
藍元源太郎（金沢市諸江町，農業）
石黒伝六（〃尾張町，薬種業）
５４，２６８円
５１，６１７
３７，２５５
３０，０４１
２８，１０６
２７，８０７
２５，６２６
２４，９１２
２１，８９２
２１，６６３
１９，３４７
１９，１７１
１８，４６９
１７，６７２
１７，３５１
１６，１５１
１５，６２６
１５，５６５
１５，３３２
１５，２４７
１４，９２９
１４,５５４
１３，９７７
１３，６５２
１３，４３２
１２，１４９
１１，９１３
１１，７１９
１０，８６５
１０，６０５
１０，３６８
１２９．１３町
1２２．８２
８８．６５
７１．４８
６６．８８
６６．１６
６０．９８
５９．２８
５２．０９
５１．５５
４６．０３
４５．６２
４３．９５
４２．０５
４１．２９
３８．４３
３７．１８
３７．０４
３６．４８
３６．２８
３５．５２
３４．６３
３３．２６
３２．４８
３１．９６
２８．９１
２８．３５
２７．８８
２５．８５
２５．２３
２４．６７
「貴族院多額納税者議員互選人名簿」（石川県『石川県公報』同年，所収）
より作成。
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表２．１９１９４３（昭和18）年の地主名簿
所有耕地推定地価
135.4町
122.5
７０．２
６３．３
６１．２
５８．２
５５．５
５５．１
５２．８
５１．７
５０．５
５０．４
４６．９
４５．１
４４．０
４２．２
４２．２
４０．３
３９．９
３６．８
３６．１
３２．４
３１．７
３１．４
３１３
２９．６
２８．３
49,821円
４１，６９７
２３，０１６
２１，２０９
１９，７６０
１６,９６８
１７，４１０
２０，０２０
１９，１４６
１６，３７７
１６,３０１
１８，５４４
１５，６８０
１４，６２４
１３，８５２
１５,３３０
１４，６５５
１４，８００
１０，９６６
１２，９２１
１２,５２３
１１，９２１
１１，０１６
１１，１０３
１０,１６６
１０，４１３
１０，４１２
吉田茂平（石川郡松任町）
酒井芳（能美郡寺井野村）
八木又右衛門（珠洲郡飯田町）
岩井嘉一（河北郡津幡町）
刀禰省三（珠洲郡飯田町）
池岡直義（鹿島郡南大呑村）
布施丑造（鳳至郡穴水町）
佐野悦（金沢市裏古寺町）
越村与吉（〃上野町）
西礼子（〃長町）
坂本三十次（鳳至郡穴水町）
太田春二（石川郡石川村）
大島幸二（鹿島郡鳥屋町）
西久明（羽咋郡粟ノ保村）
橋安長（河北郡津幡町）
昔農作左衛門（羽咋郡志雄町）
柴田甚四郎（小松市大川町）
永井正三郎（石)11郡美川町）
時国復一郎（鳳至郡町野町）
米村志可（珠洲郡宝立町）
米谷半平（小松市安宅町）
金谷与平（石川郡松任町）
渡辺兼武（河北郡英田村）
美作好子（羽咋郡志雄町）
中沢重太郎（珠洲郡正院村）
徳山武雄（羽咋郡下廿田村）
喜多滋太郎（石川郡出城村）
石川県『石川県農地改革史』（1967年）より作成。
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22年公布の貴族院令第１条第５項，第２条に基づく貴族院多額納税者議員選
出のために，帝国議会が開設された明治23年を第１回とし，以後任期７年の
多額納税者議員の改選期に当る明治３０．３７．４４，大正７．１４，昭和７．１４年
の合計８回にわたって全国各府県（北海道・沖繩は大正７年より）で統一的
基準に基づいて作成せられており，明治23～大正７年は，各府県の多額納税
者の第１位より第15位まで，大正14年以降は，貴族院令の改正によって，北
海道・東京・京都・大阪・神奈川・兵庫・新潟・埼玉・千葉・茨城・愛知・
静岡・長野・福島・岡山・広島・福岡・熊本・鹿児島の諸府県では第１位よ
り第200位まで，その他の県では第１位より第100位までの多額納税者の氏
名・住所ｂ職業・直接国税（地租・所得税，明治31年より営業税が加わる）
納入額が，この名簿には具体的に記載されている｣('4）と解説している。従っ
て前掲の表２．９以下の８つの名簿はそれぞれの地租額から地価を算定（推
定）し，それに基づいて所有耕地を推定したものである。安良城の解説にあ
るように，１９１８(大正７）年までは15人中地価１万円以上の者をリストアッ
プした。それ以降は同じく１００人中から地価の高い順に作表した。資料の性
格から各年次の地価１万円以上地主が全員顔を揃えるわけではない。１例を
あげると表２．１２，１９０４（明治37）年の場合では最下位者の直接国税総額は
787円余，仮りに所得税・営業税をＯとするとこの額は地価３万円強にあた
ることになる。従ってこの年は地価３万円以下の所有者は所得・営業税が少
なければ名簿にあらわれない。この点1925（大正14）年以降は地価１万円以
上所有者がほぼ全員掲載できているとみてさしつかえない。住所・職業は各
名簿そのままを記載しておいた。
表２．１９は前掲『石川県農地改革史』の資料編にあるもので，戦前期の一
番最後の資料である。ただし，1930年代後半以降の名簿は他にもまだ存在す
るようであるが，時期的に考えてあえてこれ以上は採集しなかった。職業の
記載はない。
表２．１１，表２．１５は全国的資料の石川県分である。表２．１１の出典の『日
本全国商工人名録』は，最近地主制の形成を論じる際に必ず登場する代表的
な資料である('5)。地価１万円以上を大地主として72名が掲載されている。
表２．１５は『日本農業発達史』（第７巻，中央公論社）に覆刻された資料
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で，田畑の所有耕地の合計面積50町歩以上の地主の名簿である。これも地主
制の全国的な研究の基本的資料として駆使されている。
石川県の戦前農業の特徴と地主名簿を前提として，最後にその地主制の問
題点について若干の整理を行ない本章のまとめにかえることにしよう。
第１は，やはり地価１万円および50町歩以上地主の石川県における存在の
傾向・特徴を問題としておかなければならない。まず表２．２０は現在判明し
ているところの各年次の大地主数である。
表２．２０年次別の大地主数
50町歩以上
所有地主数
３０
３６
３５
４１
４１
３０
２３
２３
２３
１６
１４
１４
１０
１２
地価１万円
以上地主数
1915年
１６
１７
１８
１９
１９２０
２１
２２
２３
２４
２５３９
１９３２３６
３９３１
４３２７
地価１万円５０町歩以上
以上地主数所有地主数
1892年７２
９３７５
９４８２
９５８０
９６７８
９７１０６
９８９６（71）２５
１９０８５１
０９２１
１９１０、２３
，１９
１２２０
１３２６
１４３０
1898年までの数字は各年次『日本帝国統計年鑑』で，同年
の（）内は前掲『日本商工人名録』のものである。ただし熊
田源太郎だけは能美・石川両郡に名前を出すので，１人とし
て計算した。1923年までの数字は農商務，農林省『農事統計
表』，『農商務統計表』のもので，それ以降は表２．１５～２０
より算出した。
なお不充分ではあるが，小作地率とあわせて見た場合，明治30年代は小作
地率が明確に減少しているので，１８９７（明治30）年の地価１万円以上地主数
はピークであろうと予想される。この点は地主制明治20年代確立説に適応し
－６９－
ているようでもある。1910年代前後期に50町歩以上が増加しているが，以降
大地主の占める地位は一貫して低下傾向にあることがわかる。ただ1908（明
治41）年は10年前と比較して50町歩以上大地主数が倍増しており，小作地率
も回復していることから考えて重視しておく必要がある。このことは30年代
確立説の根拠になるように思えるが，地主名簿がない。１８９８（明治31）年は
注に示したように２つの資料に相違がある。それについては別に分析がある
が,('6)私見は後述する。この表にあらわれているように，地主名簿を作成し
たところで，現在はまだ大地主の位置づけ，分析を戦前期全体をつうじて行
なえる段階に至っていない，といわざるをえない。ただ比較研究という意味
では資料的にみて1898年と1925（大正14）年が対象できる年次であることは
はっきりとした。またいずれも地価１万円以上地主と50町歩以上地主数に大
きな差があり，ここにも巨大地主の少ないという石川県の特徴をみることが
できる。
次に戦前期の地主として各名簿に顔を出す次の５家を選び出して，その土
地所有の傾向をみてみることにしよう。表２．２１を参照されたい。
表２．２１大地主５家の土地所有の動向
1890年1897年1898年1904年1911年1912年191笄192蝉192笄1932年1989年1943年
酒井芳
米谷巴卜平
吉田茂平
八木又右衛門
岩井嘉一
101.0
６９．０
２
９
９
９
３
０
０
０
●
●
６
５
８
６
８
３
６
７
８
６
１
87.7
53.9
23.6
72.0
65.8
146.8
74.0
99.4
87.1
225.6
149.7
９４．５
９７．０
166.0
７３．４
224.7
73.5
139.0
138.0 165.4
６５．３
９７．６
７３．４
３６．８
169.0
51.4
149.4
８７．５
７８．６
８
３
１
７
５
●
●
●
０
０
２
６
９
８
１
Ⅲ
４
Ⅲ
８
７
122.5
36.1
135.4
70.2
63.3
109.3
72.5
65.381.6
表２．９～表２．１９より作成。ただし1912年分のみ同年の前掲「貴族院多額納税者
議員互選人名簿」より補充。単位は町。
この５家は戦前期を通して50町歩以上を所有しており，石川県の大地主の
代表と称してさしつかえない。いずれも1910年代までに土地所有を拡大して
おり，1930年代から減少傾向を示している。吉田家だけが例外的で，実に安
定した土地所有を誇っている。もちろん地主専業ではない。米谷・吉田家は
倉庫業，八木家は漁業，岩井家は酒造業を経営して有名である。少なくとも
これらの中から１，２例をとって何等かの形で個別経営分析を行なうことは
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今後のひとつの課題である。
ところで1898（明治31）年は５家とも所有土地面積が減少している。吉田
家は前後と比較してきわめて不自然な数字で，酒井家も大巾な減少である。
これはひとつには同年以外は「貴族院多額納税者議員互選人名簿」の地租額
より所有耕地を推定したので，実際の地価と平均地価の差が生じたものと考
えることができる。逆に1898年だけが前後と違った資料であるので信頼性に
欠け，この資料の数字に検討の余地があることも考えねばならない。私見で
は後者をとりたい。その根拠は表２．２０の地価１万円以上地主数の差を問題
にするからである。『帝国統計年鑑』中の「選挙権ヲ有スル大地主数」（＝
地価総計１万円以上ヲ有スル者）が96名であるのに対し，『商工人名録』記
載地主が71名となっている『商工人名録』は何等かの理由で地価を低く見積
ったため（あるいは低く見積った資料を使って作成したため），各地主の所
有地価が石川県の例にあったようにそれぞれ前後に比して低くなり，当然地
価1万円以上地主数も少なくなったのではないか。
そこで以上を念頭においた上で前述した1898年と1925（大正14）年の比較
を行なってみよう（表２．２２参照)。
表２．２２大地主の密度・比重の比較
1925年1898年
22,317千円
39人
775,414円
572千円
3.48％
総地価（A）
地価１万円以上地主数巴）
同上所有地価合計(･
（A)／(B）
に)／(A）
23,781千円
９６人
1,327,976円
248千円
5.58％
表２．１１，表２．１６および『石川県統計書』より作成。ただし
表２．１１の地主数より２５人多い分はすべて所有地価を１万円とみ
て積算した。
まず1898年について，安良城は地価１万円以上地主数96名ということから
石川県における大地主の密度と比重を推定しているが,('7)これはほぼ正確で
あったことを確認できた（ただし安良城は同年の統計を前年の調査結果とし
て明治30年時点と述べているが，いずれも統一して資料の刊行年を表示した)。
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凸従って石川県が「なおかつ西南日本型の枠内にとどまっている｣('8)という安
良城の推論に同意したい。次に1925年に関して，安良城は前年の農務局「五
十町歩以上ノ大地主」を資料として用いているが本論は確実な統計をうるこ
とができた。結論的にはより明確に石川県は西南型に舞いもどっていること
が判明した。安良城が分析したように1880年代から90年代への動きは西南
型の枠内におりつつも，それから離脱の方向にあり，その傾向が継続すれば
中間型への移行が予想できるが，1910年代の分析を加えるならばより西南型
の性格を明瞭にしているわけで，大地主の分析の視角からみる限りは，石川
県の戦前の地主制の特徴はここに確定しえたといえよう。
したがって次に前節でも検討したところの比較的安定した自作．自小作層，
あるいは中小地主の多数の存在という点が問題となる。これは1880年代の分
析であるが，石川県には全国でも他に例を見ない程不耕作地主が多いという
事実とも結合して考えてみる必要がある('9)。小地主が多く，それがしかも不
耕作地主であるというのはどのようなことであるのだろうか。大橋博の研究
によると戦前は「完全不耕作地主が一般自作農並の生活費を得るために要す
る最低貸付面積」は「ほぼ五町歩前後｣(20）となるようである。石川県の場合
あきらかに５町歩以下不耕作地主が広範に存在していたと考えられるわけで
あるから，これらの層が一体「何をして」生活していたのか，この点の具体
的分析も今後の重要な課題としなければならない。石川県の諸産業の動向を
考えるならば，おそらく養蚕・製糸・絹織物業，麻織物業などの在村工業と
の関連が，何等から形で問題となるであろう。さらに最近，中村政則が述べ
ているように農村副業の研究を重視し，「各地の農村副業地帯における副業
の推移と小作．自作農民経営との再生産的関連｣(21)を究明していく必要があ
るようである。
以上の２つの大きな課題との関係で石川県内の地域的類型を把握しておく
ことにしよう。これが第３の問題である。このことは石川県をひとつの地域
としてとりまとめて理解することの是非ともかかわりあいをもつ。
すでに表２．３の分析等によって，簡単ではあるが郡市別農業生産の動向
と加賀．能登２地域の比較をしておいた。それと表２．２２を脇に置きながら，
に地主制の特徴存張 ±かくなるが次の表２．２３存作成しさ うためにややこ
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表２．２３郡市別，地主の密度・比重および小作地率
１８９８年 １９２５年
総地価饗繍備 総地価鵜繍小作
地率
小作
地率地価１万円
以上地主数
地価１万円
以上地主数総地価 総地価
江沼郡
能美郡
石）１１郡
金沢市
河北郡
〔加賀地域〕
羽咋郡
鹿島郡
鳳至郡
珠洲郡
〔能登地域〕
２．２０
２．３２
２．８４
８７．８２
６．１２
３．８３
７．５２
５．６６
２．９１
６．４２
５．６０
３
６
１
５
６
８
７
０
７
０
５
●
●
■
●
●
●
。
●
●
●
●
●
０
２
９
９
３
９
９
７
５
３
９
２
３
２
３
３
２
４
４
４
６
４
１，９００
６２９
６３９
５６
６０９
５８４
３９６
８８４
４６６
１，１１４
５５４
１．００
４．１９
３．０４
５９．８６
２．４４
３．８４
４６３
１３９
２．８８
２．４９
２．９３
７
７
４
４
９
７
３
８
９
８
１
２
８
７
３
０
８
９
１
１
９
７
５
６
３
３
３
２
２
４
１
２
３
７
４
９
２
１
２
４
３
４
９
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
７
９
４
４
４
０
５
８
９
’
１
２
１
３
３
４
２
３
４
３
３
５
４
表２．１１，表２．１６および『石川県統計書』（1898年，1925年）より作成。
てみた。
1898年の場合，加賀と能登の２地域の`性格がかなり大きく異なっているこ
とがこの表からもわかる。これは農業生産の両地域の特徴ともよく照応して
いて興味深い。加賀は金沢市を例外として小作地率が低く，地主の密度が高
い。江沼・能美両郡は共通した性格をあらわしており，小地主が非常に多く
存在していそうだが，加賀の全体を代表するのは石川郡である。能登は小作
率が高く，地主の密度・比重は石川県全体の数字と近似している。ここでは
羽咋・鹿島両郡が代表的な地位に立っていると判断してよい。しかしながら
加賀が石川県全体と違った数字を表わし，能登がそれに近いからといって，
この時期の地主制は能登の分析をもって代表させるというわけにはいくまい。
特徴を異にする前記５郡内の個別経営分析をまずしてみる必要がある。
1925年に目を転ずると加賀・能登両地域の差はほとんどなくなり，従って
同年の石川県全体の数字とも同じになっている。ところが郡別にみると各郡
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の数字はバラバラで，しかも1890年代には同類であった江沼・能美郡,羽咋・
鹿島郡にそれぞれ大きな差がでている。ここでは地主制の性格をこまかく分
析するよりは，県一本で考えた方がよいように思える。このことは地主制が
後退期に入ったことと関係しているのだろうか。
以上のように両年の数字をみるならば，少なくとも地主制の確立期までは
その性格を県一本でみるのはあくまでも平均値であって必ずしもその全体の
地域性をあきらかにすることにはならないのではないか。指摘したようない
くつかの郡レベルでの実証分析をふまえる等の方法が加味されねばならない。
しかし同時に1920年代のデータは地主制を郡レベルまでおりてみても無意味
なことを証明している。これはある意味では際限のない問題にもなりかねず，
特定村落の地主制といった分析に対する歯どめを必要とする。とすると地主
制研究において地帯構造，あるいは地域類型の把握はあくまでも研究の導入
であって，その結論とはなりえないと考えるべきであろう。また３つの問題
を総じて考えると，これはまだ仮設の域を出るものではないが，石川県を中
心に福井．富山両県も含めて独立した特異な地域類型を設定しうる，と考え
る。今後の研究に期待するところが大きい。
１）石川県編『石川県之産業』（1917年）２頁。
２）同前，５７頁。
３）石川県農業の全国の中での水準はさしあたり，土地面積1.10％（1925年基準，
以下同)，現住人口1.26％，農家戸数1.51％,耕地面積1.30％,農産物総生産価
格150％といった数字で考えている｡
４）一橋大学経済研究所日本経済統計文献センター『明治期府県の総括統計書解
題』（1980年９月）に各府県の刊行状況が報告されている。
５）橋本哲哉「解題『石川県農事調査』」（『明治中期産業運動資料』第６巻，日
本経済評論社，1979年12月所収）を参照されたい。
６）林宥一「石川県の小作争議に関する試論」（北陸歴史科学研究会『北陸歴科
研会報』第18号，1983年11月所収）を参照されたい。
７）・８）安良城盛昭「日本地主制の体制的成立とその展開」（『思想』第574号，
岩波書店）２９頁。なおこの論文は以下同誌582.584.585号にわたっている。
９）同前，３６頁。
10）安良城前掲論文，『思想』第582号，115頁。
11）同前，『思想』第585号，９５．９９頁。
12）中村政則「地主制」（大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』下巻，東京大学
ｌＬ 剛
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1979年）の第２章も参照。
13）渋谷隆一「地主名簿資料所在目録」（『農業総合研究所文献叢書』第８号，
1963年)。
14）『貴族院多額納税者議員互選人名簿』（御茶の水書房，1970年）第12巻東京
都の安良城盛昭の解説を参照。なお東京をはじめ５府県の名簿が刊行されたが，
石川県分は未刊行。
15）本資料は国会図書館蔵のものを利用した。その解説等は，渋谷隆一・石山昭
次郎「明治中期の地主名簿」（土地制度史学会『土地制度史学』第30号所収）
を参照。
16）同前，５６頁。
17）安良城前掲論文，『思想』第574号，３１頁。
18）注(9)参照。
19）橋本前掲論文を参照。不耕作地主に関しては，注(20を参照。
20）大橋博『地方産業の発展と地主制』（臨川書店，1982年１月）６頁。なお不
耕作地主に関しては同書第１章日本地主制研究（序説）を参照。
21）中村前掲書，401～２頁。
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